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要　　　旨
本論文では，まず明治元年（1868年）に始まったアメリカへの日本人移民の
歴史を概観し，次に，多くの日本人がアメリカに渡った1900年代初頭から1940
年代に焦点をあて，在米日本人一世がその子女二世たちに対してどのように日
本語と日本文化を継承させようとしたのか，日本語学園創設の経緯と草創期の
日本語教育，アメリカ化運動のうねりの中，高まりを見せる排日感情が日本語
教育に及ぼした影響，そして1920年代後半，日本語学園最盛期が示す日本人コ
ミュニティーの隆盛の軌跡を辿り，半世紀に亘って在米日本人一世の日本語と
文化を守り抜こうとする壮絶な闘いと彼らの価値観，そしてその支えとなった
二世に日系人社会の将来を託そうとする想いを明らかにする。
キーワード
日系移民，日系移民一世，日系二世の日本語教育， 
在米日本語学園，気持ちホーム
1 ．は じ め に
日本人のアメリカ合衆国への移民は，近代国家建設を目指した日本が一
連の大変革の嵐にさらされた明治維新（1868年）に始まり，とりわけ1882
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年の中国人排斥法の後，中国人移民労働力を肩代りする役割を担ってアメ
リカに受け入れられた。関東大震災のあった1923年12月に「春洋丸」で渡
米された1904年生まれ山梨県出身の四條為子氏も，そのような在米日本人
一世として，以来100年近くの歳月をアメリカで生き抜いてきた歴史の証
人のひとりである。
2014年 1 月，110歳になられた四條氏は，サンフランシスコ日本町中心
部にほど近い1531サター街にある「気持ちホーム」
1）
に在住されている。
このホームは主に日系一世のために，言語の問題や，文化的障壁のため享
受できない公的サービス等が受けられるように，情報を提供したり手続を
手助けしたりすることを目的として1971年に日系三世が立ち上げた組織に
よって運営されている。ホームではレジデントに対して日本食を提供した
り，手芸・工芸クラス，書道クラス，コーラスの時間を用意したり，また
日本文化にちなんだ季節ごとの催しなどが企画運営されている。
2009年 3 月23日，「気持ちホーム」を訪問し，筆者が四條氏他，柳照代
氏，森本鈴子氏，野部文子氏の 4 氏に渡米されてからの経験についてイン
タビューした折，1945年，強制収容所を解放された後の実生活で，四條氏
の体験談から言語に関するくだりを紹介する。
私（アラメダで）ランドリーやってましたから，そのまんま戸締りを
して。だから，でもアメリカだね。大事なものは大きなトランクを，
トランクに入れて，預かるからって，ダブルアールエイという所で，
預かってくれたんです。めいめい，みんなね。大きなトランクへみん
な。だから仏壇とかね。
それで支度をして，預かるものをちゃんとこさえとけって。トランク
入れとけって。預かってくれた。それで終戦後になって，戻ってきた
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らちゃんと返してきてくれました。もう，あのそこへも，アラメダへ
帰れませんから。どっかの白人のところへ子守に入りました。英語が
できないからね。子どもの子守に入って。
子どもの子守は楽のようで，なかなか神経使いますよ。神経使って，
言葉がわからないから，だめなんだよ。それでもまあ，白人のこの奥
さんがね，子どもさんが二人いましたけどね，奥さん夫婦がとても良
い人で，だけど娘が結婚したから，それで子どもが生まれるから手伝
いにいかなきゃならないから辞めさせてもらったの。
在米日本人一世である四條氏の体験は，アメリカにおける英語能力の果
たす役割と意味を如実に示しているが，Yoo は，著書 Growing Up Nisei の
中で，「多くの日本人移民の親子にとって教育は希望を意味するものであ
り，チャンスと経済的な豊かさのシンボルであるが，一方で，いくら教育
を受けた二世であっても，教育のないアメリカ人ほどにも機会を手に入れ
ることができるのか，二世は本当にはアメリカ社会に受け入れられていな
いのか問われるところである。」と述べ
2）
，また「多くの一世が英語を上
手く話せなかったので，二世に対する言語教育は日系の家族にとって良好
な家庭の質を維持するために重要であった。日本語学園の教育は，二世た
ちが日本語を介して相互に経験を共有し絆を深めることを可能にし，加え
て，確実に職を供与することができる日系人コミュニティーで機能するた
め，ある意味での資格を付与する役割を果たした。」と述べている
3）
。
本論文では，在米日本人一世が，その子女二世たちに対してどのように
日本語と日本文化を継承させようとしたのか，1900年代初頭の日本語学園
草創期から，排日感情が拡幅された日本語学園受難の時代，そして1930年
代の最盛期に至る発展の軌跡を検証し，在米日本人社会が日本語とその文
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化に対して抱く価値観を明らかにする。
2 ．米国日系人の歴史的背景
東の「日系アメリカ人史概略」
4）
によると，明治元年（1868年），最初の
日本人移民労働者（一世）の集団がハワイ王国へ渡り，砂糖黍プランテー
ション労働者として雇われた。「元年者」といわれた148人の移民は，明治
政府からの許可なく出国したため，ハワイ入りするや否や劣悪な労働条件
下で過酷な取り扱いを受けた。元年者以降，1885年まで日本政府は，日本
人下等労働者の海外渡航が近代国家としての日本のイメージを低下させ，
特に欧米諸国との外交関係を損なうことを憂慮したため，原則的に労働移
民の渡航を禁止した。しかし，1880年代前半になると，農村部を襲ったデ
フレ不況の中で，移民政策の方向転換を余儀なくされ，送金による外貨獲
得と農村疲弊の解決を目的とした労働移民を許可した
5）
。
1885年，日本とハワイ王国間で条約が締結され，砂糖黍プランテーショ
ンへの「官約移民」が 3 年間の契約で開始された。実際の労働者選抜は，
日本政府監視下の三井物産によって取り仕切られ，広島，山口，福岡など
の県を中心に実施された。官約移民制度は1894年にハワイ王国が崩壊した
ことで消滅したが， 9 年間で 2 万9,000人もの日本人契約労働者がハワイ
へ渡航した
6）
。
19世紀末，サンフランシスコを中心とした西海岸地域には，学生労働者
や自由民権活動家が渡って行った。彼らは後に日本に戻り政治家や事業家
となって活躍した者もあったが，一部はアメリカに残り英語やアメリカの
社会制度を学び，労働請負人として移民社会の指導層を形成した
7）
。
ハワイでの契約労働禁止とともに，西海岸の高賃金に引かれてハワイ在
留日本人 3 万7,000人がカリフォルニアに押し寄せた。これらの出稼ぎ労
働者は英語の知識もなく，近代的契約の考え方にも疎かったので，仕事探
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しや雇用主との交渉において学生上がりの労働請負人の助けを必要とし
た。出稼ぎ労働者の急増は請負人に経済的潤いを与え，やがて請負人の中
には商売や小作農業を始める者もあった
8）
。
こうしてハワイと西海岸の日本人移民社会は，1910年頃までに日本人
会，邦字新聞社，教会寺院，日本語学校などさまざまな団体の運営を始め
るとともに，一般的に独身男性労働者を中心としていた出稼ぎ志向の日本
人コミュニティーは，日米紳士協定の下，在留民の家族として渡米してき
た女性たちを加えて，永住志向のコミュニティーへと姿を変えていった。
女性たちの中には「写真花嫁」と呼ばれ，写真の交換だけで入籍した者も
多く，1909年から1920年までに渡米した 9 万3,000人の日本人移民のうち
約39% が女性で，1912年から1929年の間に，7,000人もの女性がシアトル
とサンフランシスコから入国したということである
9）
。
日本人移民の数が増えるにつれて，特にサンフランシスコを中心に，白
人労働組合や排日団体が力を持つようになり，やがて市当局を動かして，
公立学校における日本人学童隔離問題にまで発展した。1910年代から1920
年代にかけて，日本人に対する「帰化不能外国人」という定義を基に，土
地所有権や小作権を禁止または制限する「外国人土地法」が制定された
り，日本語教育が反日運動家のターゲットとなり，ハワイやカリフォルニ
アで日本語教育を制限する法律が制定された。その後1924年の新移民法の
下で，日本人移民のアメリカ入国が全面的に禁止され，1952年まで在留民
の家族も移民として渡米することができなくなった
10）
。
1920年代初頭，差別法が「帰化不能外国人」という定義を基に日本人差
別を正当化していたことから，小沢孝雄は日本人会に後押しされて，帰化
権確立を求めて合衆国最高裁判所の法的判断を求める訴訟を起こしたが，
1922年に人種的違いを理由に日本人移民はアメリカ市民権取得の恩恵を受
けられないと判断され敗訴した。この判決により，一世の「帰化不能外国
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人」としての身分が決定し，彼らに対する法的差別待遇が合法化されるこ
とになった
11）
。
このような差別法に苦しむ一世たちは，アメリカ生まれの二世へとその
希望を繋ごうとした。1920年代後半以降，一世の知識層は二世の日本語学
習の重要性を意識するようになり，世代間の意思疎通のためばかりでな
く，日米の架け橋となって活躍するためにも，日本語は必要不可欠である
という議論が盛んになった。ハワイでもアメリカ本土でも二世の教育のた
め日本語学校が多数設立され
12）
，また情操教育の一環として野球やバス
ケットボールなどの二世リーグが組織され，剣道や柔道などの武道も盛ん
に行われた。一方，日本での留学を通じて二世の日本的情操教育を考える
一世も少なくなかったが，日本留学を終え帰国した二世は英語で苦労する
ことも多く，「帰米二世」と呼ばれて差別されることもあった
13）
。
二世の若者たちはより広い社会参加を目指して努力し，都市部で仕事を
見つける者も増え，農業市場での卸売りや青果の小売りなどに従事した。
また自らを太平洋の架け橋と見なし，アメリカの日本理解促進のために奔
走する者も現れた
14）
。
1941年12月の日本による真珠湾攻撃は，一世と二世に厳しい試練をもた
らした。ハワイでは直ちに「危険敵性外国人」と見なされた移民指導者た
ちが FBI により身柄を拘束され，アメリカ本土でも，有力な一世は軒並
み逮捕された。反日感情は一般日系人住民にも向けられ，1942年 2 月19日
には，ルーズベルト大統領の名の下に大統領行政命令9066号が発令され，
「軍事ゾーン」からの日系人住民の集団「疎開」が始められた。同年 3 月
中旬から11万人以上の一世と二世が西海岸地域から排除された。彼らは臨
時「集合所」で数ヶ月過ごした後，内陸部に急造された強制収容所に送致
された
15）
。
戦争終結と共に，日系人は全て失った状態から生活再建のために一般社
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会に復帰するが，激しい反日感情が残存する状況の下で，人種の壁を乗り
越えてアメリカ社会に同化する努力は並大抵のものではなかった。強制収
容の違憲性を明らかにし，合衆国政府から公式謝罪と補償を要求する運動
が，1970年代初頭に強制収容を直接には体験していない三世社会運動家を
中心に組織され，次第に二世を含む全コミュニティーを巻き込んだものへ
と発展した。1988年には日系人補償法を制定させるに至り，1990年から，
収容者 1 人につき 2 万ドルの補償金とブッシュ大統領署名の公式謝罪文を
勝ち取ったのである
16）
。
18年にわたる補償要求運動は，個人個人の政治に対する意識の相違や世
代間の認識の相違を乗り越えて，二世，三世が日系人としての歴史体験を
共有し，共通のエスニシティーを持つ者として団結することを可能にし
た。アメリカ化や混血化が進んでいる日系人社会は，日本文化とは異質の
日系文化を創出してアメリカに独特なものとして発展している
17）
。
3 ．米国日系人の教育
在米日本人一世の教育は，日本で受けた教育にその基礎を置いていた
が，その中で少数の日本人は米国の小学校から大学にまで進んだ。大部分
は学業を目的としたものではなく移民として渡米したので，米国の学校教
育を受けることがなく，彼らの間で使用されていた英語，社会道徳や生活
習慣等はその大半を見覚え聞き覚えによるものであったり，米国で学業を
修めた日本人先輩や教会牧師が移民初期から中期にかけて開いていた私塾
や教会内の寺子屋式教育によるものであった
18）
。
米国育ちの二世は，米国市民に対する義務教育として小学校教育から中
等教育に至る学校教育を受け，更に専門学校，大学に進む者の数も多く，
日系二世の米国における修学率は米国人の修学率と大差がなかった。日本
人が最も多く居住したカリフォルニア州における日本語学園通学児童数
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は，1934年度の調査で約 1 万8,000人と言われ，各種学校に通学する学
生，児童の総数は更に多数に及んでいた。在米日本人の教育事業として最
大で，且つ唯一であったのは日本語学園の経営であった
19）
。
日系一世は1920年前後からその子女に日米両国の教育を併行して受けさ
せていた。彼らの子女は一方では米国市民であるため米国政府の指定する
教育を受ける義務があった。また日本語教育については，日本政府からも
米国からも援助がなく，有志により日本語学園を経営するか，個人の半営
利事業として経営されている日本語学園にその子女を学ばせなければなら
なかった。日本語学園は米国の公立学校の余暇に通学する規定（注32参照）
に拘束され，二世児童は毎日異なった二つの学校に通学することを余儀な
くされた
20）
。
1940年当時，日本語学園の数は，カリフォルニア州だけでも248校を数
え，それに要する 1 年間の総経費は397,000ドル余りに達していた。これ
は在米日本人が社会的に支出する負担額中最大のもので，このことから彼
らがいかにその子女の教育に力を入れていたかを窺い知ることができる
が，1941年12月の日米開戦と同時に各地の日本語学園は閉鎖に追い込まれ
た。戦後送致された強制収容所から先住地へ帰還しても，しばらくは反日
感情が継続していたが，次第に対日感情が好転するとともに，各地で日本
語学園が再開され，帰還日系人の生活が落ち着きを示し始めた1950年ころ
からその数も増加した
21）
。
（1）草創期の日本語学園
日本語学園は，1902年ワシントン州，シアトル市にシアトル国語学校が
創設され，カリフォルニア州においては，サンフランシスコ市に神奈川県
人佐野佳三夫妻が，1903年 1 月12日，日本小学校を開校したのが草分けと
されている。また同年807ポーク街に桑港仏教会が，上野サンフランシス
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コ領事，戸沢正金銀行支店長，その他在留日本人有志の賛同を得て明治小
学校を設立した。サクラメント市では，416オー街に教会堂を持つ桜府仏
教会が同じく1903年11月，教会附属事業としてその後の桜学園を興こし，
ともにカリフォルニア州最古の学園となった
22）
。
当時在米日本人に妻帯者は少なく児童数も少なかったので，学校の経営
は容易ではなかった。佐野佳三は学校経営の費用を捻出するため，教鞭を
執る傍ら宝石商に働くという奮闘振りであった。一方在米日本人識者の間
では，日本語学校開設に関する意見が対立し，既に公立学校で東洋人児童
排斥の気運が高まりつつある中で，益々それに拍車をかけることになると
して新聞紙上で意見を闘わせ圧力を加える者もあった。ことにサンフラン
シスコにおいては，佐野佳三の日本小学校も仏教会の明治小学校も1906年
の大震災により被害を蒙り，日本小学校は日本学院と改称して1765サター
街に，明治小学校は教会と共に1617ガフ街に移転し学校再興を図った
23）
。
大震災の翌1907年10月 1 日，サンフランシスコ市教育局は突如として公
立学校に在籍する日本人児童に退校を命じ，東洋人隔離学校に転校させよ
うとして，日米両国の深刻な外交問題にまで発展した。米国市民として義
務教育を受けることを阻止された日本人児童に対して，在米日本人協会
（後の日本人会）は震災のために教材を失った日本学院に資金を補助し白人
教師 3 人を雇用，公立学校の課程を併設した。また明治小学校には学校用
具を貸与して日本語教育に当たらせた。1908年，日本人のハワイからの転
航禁止を条件に日本人児童は復校する運びとなったが，その際日本学院で
公立学校の課程を修めた児童は，日本学院発行の成績表を提出しなければ
ならなかった
24）
。
（2）日本語学園建設期
在米日本人定住化と共に妻子を伴って渡米する者の数が増加し，学齢に
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達する子女が多数となるにつれ，各地に日本語学園が創設された。1902年
より1912年頃までに創設された学園数は，カリフォルニア州15校，オレゴ
ン州 1 校，ワシントン州 3 校で計19校に及んだ。学園創立数は日本人移住
の様子を反映するものであった
25）
。
このように各地に日本語学園が創設されたが，当時の学園はそれぞれ方
針が異なり，日本の教育を重視するものからアメリカの教育を主とするも
のまであり，授業科目も様々であった。中には日本の文部省の下，歴史，
地理，修身，図画，算術まで教えるものがある一方，単に日本語のみを教
育するものもあり，相互の連絡もない状態であったので，サンフランシス
コの在米日本人会は，1912年 4 月 4 日， 5 日，各地日本語学園の連絡統一
を図るため，在米日本人教育者大会を開催した。各地の教育者，学園関係
者30人余りが招かれ，金門学園長鎌田政令を議長，日本学院長佐野佳三を
書記として，在米日本語学園史上画期的な会議が開催された。この時まで
連絡統一を欠いていたカリフォルニア州の日本語学園は，この大会を機に
後の日本語学園協会を組織していくことになる
26）
。
在米日本人会は，この大会に対して諮問案を提出し，それに対する教育
者の答申は当時の一般日本人社会が日本語学園に対して抱いていた考えを
窺い知ることができる
27）
。
在米日本人教育者大会の諮問案と答申
〔諮問案〕1 ．米国に於ける日本人児童の教育目的及び方針如何
　　　　 2 ．小児養育所設置に関する件
　　　　 3 ．学園維持の現状並に将来の方針如何
〔答申〕　 1 ．諮問第一案に対する答申
　　　　 将来米国の地に生活して活動すべき人物の養成を以て本旨とす。
― 271 ―
アメリカ日系移民二世のための日本語教育
米国の教育を受けしむる必要あると共に必ず補修教育を与えて日
本の国語及び国情を学ばしむべし。教育は教育勅語の御趣旨を体
し国民性の長所を涵養し，米国精神の長所も兼ね備えしむべし。
　　　　 2 ．諮問第二案に対する答申
　　　　 児童養育所設置の必要あるは認むるも，父兄が嬰児の保育を他人
に依頼するは家庭の良感化を殺ぐの惧れあれば奨励すべき方法に
非ず。但し特殊の事情あるものに対しては勿論設置の必要あれ
ば，在米日本人会は事業の性質上慈恵会と提携してこの計画を完
成されんことを望む。
　　　　 3 ．諮問第三案に対する答申
　　　　 第三案に対しては当時の学校経営難を反映して各種の意見が闘わ
されている。その代表的な意見を摘録すれば次の如くである。
　　　　 ○島野好平（ロサンゼルス）：維持会員を二種に分ち一ヶ月一弗と
五十仙とあり，授業料以外に寄附金もあるが経営極めて困難な
り，将来の維持法として各地日本人会の援助を求め，在米日本人
会には教育部を設置しては如何。
　　　　 ○工藤慧達（サクラメント）：日本人会の援助を仰ぐが如きは教育
部の理想として避くべきである。教育に経験なき者に監督せらる
るが如き事あらば将来必ず不都合のこと生ぜんとも限らぬからで
ある。学園は飽くまで父兄や賛助員の支出によって経営さるべき
である。
　　　　 ○中林正巳（サンフランシスコ）：牧師，開教使などより写真結婚
の謝礼の一部（一人一弗宛）を寄附されている。その月額凡そ
三，四十弗に達する。学園は飽くまで独立すべきもので日本人会
や宗教団体の補助を受くべきではない。
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更に同会議には議案の一つとして「在米日本人教育会設置の件」も提出
され，席上鎌田政令，佐野佳三，青木道嗣，大場正治，永井元の 5 人を創
立委員に選定し，教育会設立に関する研究立案，会則の起草が委託され
た。翌1913年 6 月25日，26日，サンフランシスコのリフォームド教会で開
催された第 2 回教育者大会において会則を定め，在米日本人会の設立を決
定した
28）
。
（3）日本語学園の受難時代
学齢期の児童増加，在米日本人教育会設立に伴い，在米日本人の日本語
教育熱が旺盛となり，各地競って日本語学園を設立した。1914年度調査に
よれば，カリフォルニア州だけでも31校を数え，その他ワシントン州にお
いては 3 校，オレゴン州 1 校，カナダに 3 校の学園が創設され，合計38校
に達した。更に1914年12月の調査では，カリフォルニア州の日本人児童総
数（男）5,362人（女）5,087人，学齢児童総数（男）1,976人（女）1,678人，
公立小学校通学児童総数（男）947人（女）765人となっている
29）
。
中興期と言うべき1912年頃から1922年頃までの12年間に創設された日本
語学園数は，カリフォルニア州だけでも40校余りに及んだ。このような状
況に対してアメリカの関心は高まり，1917年第一次世界大戦へのアメリカ
の参戦以来，アメリカニゼーション運動
30）
が起こると外国語学校に対する
圧迫は熾烈を極めた。まずドイツ語学校が槍玉にあがり，日本人，中国
人，イタリア人の各私立学校も圧迫を加えられた
31）
。
1912年カリフォルニア州議会に突然パーカー議員提出の「外国語学校取
締法案」が満場一致で上下両院を通過して知事が署名をするところとな
り，カリフォルニア州の日本語学校はドイツ語その他の外国語学校と共
に，この取締法の支配下に置かれた
32）
。
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パーカー外国語学校取締法案
1 ． 当州に於いて私立外国語学校を経営し又はその教師たらんとする者
は，先ず学務監督官又はその代理人に願出でその許可を受くることを
要す，総てこの種校務を掌るもの亦之に同じ
2 ． 私立外国語学校教師の免許状は学務監督官又はその代理人に於いて，
志願者がデモクラシーの思想並に米国紙及び政体に関する知識を有し
英語を読み，書き，話し得る者と認めたる場合に於いてのみ下附すべ
きものとす，但し英語の知識に関する条件は1923年 7 月 1 日迄は寛大
に解釈せらるべきものとす
3 ． 学務監督官又はその代理人は斯くの如き私立外国語学校を経営又はそ
の教師だけに要する免許状を下附する以前，志願者をして本法の条項
及び学務監督官又はその代理人に於いて規定する規則命令を遵奉し，
その生徒をして忠良なる米国市民たる方向に生徒の精神，学業を導き
本趣旨に背かざるようこれを教導すべき事を誓う旨の宣誓書を提出せ
しむることを要す
4 ． 私立外国語学校は毎朝公立学校の開校前又はその授業中に教授をなし
若しくは同校の生徒をして毎日一時間以上乃至は一週間六時間以上又
は一学年三十八週以上同校に通学せしむるを得ず
5 ． 学務監督官は随時外国語学校の授業課目及び教科書を認定する全権を
有し，同校経営者又はその教師は監督官に於いて斯く認定せる授業課
目又は教科書以外のものを課し又は使用することを得ず
6 ． 学務監督官又はその代理人は随時私立外国語学校を視察する全権を有
し，若し視察の結果又は他よりの報道により，斯くの如き学校の教師
が本法の規定に反し，同校を指導し居ることを知りたる時は，その許
可証を取消し適当なる教師を得るまで同校の閉鎖を命ずることを得
7 ． 本法の規定に反し私立外国語学校を経営し又は教導する者は軽罪に該
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当し，二十五弗以下の罰金に処す
8 ． 学務監督官は市，郡の学務監督官をときの代理人に任命し，その管轄
市，郡に於ける私立外国語学校を視察せしむることを得
9 ． 本法中に『私立の外国語学校』なる辞句は日曜学校を除き，英語以外
の言語を以て教授する学校を意味す
（4）教育者会の対策
在米日本人教育会は，1920年11月フレスノ市において開催した第 9 回総
会で，「在米日本人教育会」という名称は不適当として，これを「日本語
学園協会」に改め，更に学校名も従来は「小学校」と称していたものを
「学園」と改称することを決議し，日本語小学校は一斉に日本語学園と改
称された。同総会は，日本語学園協会の目的を「本協会に連絡する各学園
は米国公立小学校の精神に基づき，善色なる市民教育の補助をするにあ
り」との綱領を定め，また次の 4 項目より成る決議を英訳してカリフォル
ニア州教育局長ウッドに提出，日本語学園協会の目的が米国公立学校の精
神に背反するものでないことを明らかにした
33）
。
1 ．幼稚園にて日本人保姆を聘し子女の公立学校入学の準備に努む
2 ． 公立学校在学の児童に対しては放課後三十分乃至一時間の範囲に於い
て日本語を教授し，親子間の意志疎通を図ると共に家庭の幸福を享受
せしむ
3 ． 学園に運動場を設けて体育を奨励し，街上遊戯の危険及び悪感化を避
けしむ
4 ． 日本語学園に用いる教科書は不適当なれば，米国市民としての教育に
抵当する新教科書の編纂を計画中なり
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（5）教師試験と教科書
パーカー外国語学校取締法の制定により，日本語教師は認定試験及第者
であることを求められるようになり，日本語学園協会は新教科書編纂の準
備と共に教師の免許状取得のための準備にとりかかった。また在米日本人
会は州当局に対して英語力と米国の歴史政体に関する知識を欠く日本語学
園教師に，受験準備の講習会を受ける機会を与えるよう交渉を開始した。
各地の学園に対しては外国語学校取締法の及ぼす影響等について詳しい注
意事項を配布し，1921年 8 月22日より 2 週間に亘りサンフランシスコ，フ
レスノ，ロサンゼルスの 3 市において講習会を開催した。講習会は米国で
著名な教育家が招聘され通訳つきで行われた結果，カリフォルニア州監督
官コーンの下に受験した受講者たちは及第率が高く，サンフランシスコで
は受験者総数131人中合格者98人，ロサンゼルス，フレスノでもほぼ同率
の合格者を出した
34）
。
日本語学園協会はカリフォルニア州教育局の認可を得るべき新教科書編
纂が急務ではあったが，当時使用していた文部省検定教科書の不適当な箇
所を省いたものを臨時使用する許可を得て，これを英訳して教育局に提出
した。1921年12月，在米日本人会と南カリフォルニア中央日本人会教育部
が連合して，中島五十治を主任に，日本語学園協会が推薦する佐野佳三，
鈴木孝志を編纂委員として以下のような編纂趣旨方針を決定した
35）
。
1 ． 本教科書は加州外国語学校取締法に順応し在米日本児童に正確なる日
本語を教授する目的を以て編纂するものとす
2 ． 本教科書の巻数を十六巻とす（学園の授業年数を八年とし一年に二巻を教
授するものとす）
3 ． 本教科書の頁数を一巻八十五頁とす（一年の授業日数を七十五日とし
三十五週間，一年に二巻を教授するを以て一巻の頁数を平均八十五頁と計上
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す）
新教科書は1924年に脱稿し，全文が英訳されカリフォルニア州教育局に
提出され許可が与えられた後，サンフランシスコの青木大成堂主青木道嗣
に委託され印刷発行された。こうして発行された『米国加州教育局検定済　
加州日本語読本』全十六巻は種々の改定を加えられながら使用され1940年
に至った
36）
。
（6）再度の重圧から最盛期
パーカー外国語学校取締法に準拠する準備が整いつつあった1923年 1
月，カリフォルニア州議会上院のインマン議員によって，更に過酷な外国
語学校法案が提出された。インマン法案の内容は，「1923年 9 月 1 日より
四カ年間は，公立学校四年級を終了せぬものは私立外国語学校に入学する
ことを得ず。1930年以後は絶対に外国語学校を禁止すべし。」というもの
であったが，合衆国大審院において外国語学校取締法が米国憲法に違反す
るものであるとの判断が下ると，米国21州における外国語学校取締法のう
ち外国語の教授を禁止する法律は一斉に無効となった。カリフォルニア州
で上下両院を通過し知事の署名を待つばかりであったインマン法案はその
まま失効することになった
37）
。
1921年制定のパーカー外国語学校取締法は，外国語の教授を禁止するも
のではなく，むしろ米国市民としての教育を第一義とするものであるので
米国憲法に抵触しないとされたが，1926年 6 月，ハワイにおける外国語学
校取締法を違憲とする大審院判決の後，パーカー外国語取締法も無効と
なった
38）
。
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（7）最盛期の日本語学園
大審院の違憲判決は，「外国語学校は児童の親によって必要なものと認
められ，決して社会の利益に反するものではない。教師に対する取締法を
励行すれば教育の目的を破壊し，米国に対してまったく害にならない子女
教育の最も適当な機会を奪い取ることになる。日本人の親は不合理な拘束
を受けることなく，子女を教育する権利を有する。米国憲法は外国語を話
すものをも米国市民と同様に保護すべきである。」のような要旨となり，
日本語学園は以下の諸点を確保することとなった
39）
。
1 ． 日本語学園及び教師は英語の検定試験を受ける必要なく，自由に教師
を雇傭することを得
2 ． 日本語学園は生徒一人につき一弗の税金を納める必要なく，自由に学
園を経営することを得
3 ． 教科書は日本語学園が自由に選択せるものを使用することを得
4 ． 日本学園は学年を短縮するに及ばず，自由に学年を制定することを得
5 ． 日本語学園は公立学校の授業時間以外は何時にても開校することを得
米国憲法の保障するところとなった日本語学園は，旧倍の力を得て発展
の一途を辿り，閉鎖に追い込まれた学園は蘇生し，新学園，新校舎が増設
され，最盛期とも言うべき隆盛を極めることになった。これは在米日本人
社会の学齢児童の増加がもたらしたとも考えられるが，時勢に鑑みて日本
語教育と日本的道徳の必要性に目覚めたことに起因すると考えられる。こ
うして各地に新築，増築された校舎やホールは日系人社会の中心となり，
日本語学園は日本語を教える学問の場であると同時に，在米日本人の文化
的集積地としての役割を果たした。日本語学園は人口数によりカリフォル
ニア州において最大の勢力を示していたが，ユタ，ネヴァダ両州（山中
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部），コロラド州，オレゴン州，ワシントン州の日本語学園も人口に応じ
て発展し，ワシントン州シアトル市のシアトル国語学校は全米最古の学校
であると同時に，生徒数1,195人という最大の日本語学園であった
40）
。
4 ．お わ り に
本論文では，まず明治元年（1868年）に始まったアメリカへの日本人移
民の歴史を概観し，次に在米日本人社会が二世の日本語教育にどのように
取り組み発展させていったか，またその社会背景を検証した。1900年代初
頭において草創期の日本語教育は，1902年シアトル市にシアトル国語学校
が創設され，1903年サンフランシスコ市に日本小学校が，また同年サクラ
メント市には後の桜学園が誕生したことから始まった。当時在米日本人の
定住化に伴って渡米する者の数が増加し，学齢に達する子女が多数になる
につれ，1902年より1912年頃までの10年間に創設された日本語学園は，カ
リフォルニア州15校，オレゴン州 1 校，ワシントン州 3 校で計19校に及ん
だ。しかし当時の日本語学園はそれぞれ方針が異なり，日本の教育を重視
する学園から，アメリカの教育を主とする学園まで様々であったので，
1912年，各地日本語学園の連絡統一を意図した在米日本人教育者大会が開
催された。この大会を機に後の日本語学園協会が組織されていくことにな
る。その後学齢期の児童増加や，在米日本人の日本語教育熱の高まりによ
り，1912年から次の12年間に創設された日本語学園はカリフォルニア州だ
けでも40校余りになっていた。折りしも，アメリカニゼーション運動のう
ねりの中，排日感情が高まりを見せる状況の下，1912年「外国語学校取締
法案」が突然カリフォルニア州議会に提案され，以後日本語学園を苦しめ
ることになる。しかし日本語学園協会はカリフォルニア州教育局に対して
日本語学園の教育目的を説明し，アメリカの教育に反しない教科書を編纂
するなどの努力を重ね誠意を見せることに成功した。その過程は平坦では
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なかったが，1920年代後半にかけて，米国憲法の保障を勝ち取り，閉鎖に
追い込まれた学園は蘇生し，新学園，新校舎が増設され，第二次世界大戦
が勃発する1940年代まで，日本語学園は旧倍の力を得て発展する。半世紀
に亘って在米日本人一世の日本語と文化を守り抜こうとする壮絶な闘いと
彼らの価値観，そしてその支えとなった二世に日系人社会の将来を託そう
とする想いが，歴史の軌跡を辿ることで明らかになった。
〔付記〕
本稿の一節「米国日系人の歴史的背景」は，「アメリカ日系人社会の言語への取
り組み　サンフランシスコ金門学園を事例として　」『人文研紀要』第70号，2010
年刊行の一部である。
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